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I.は じ め に

本論では,主要都市における経済的中枢管理機能の

分析を通してフィリピンの都市体系を検討する。 1986

年と1995年の2年次を対象として,約10年間の推移を

も検討したい。

資料としてはGraham & Whiteside刊『Major

Companies of Philippines』, Grafikoncepts &

Designs Inc. 刊「Product Guide Philippins」, Reed

Information Services Ltd 刊『Bankers' Almanac』

を使用する。

経済的中枢管理機能としては,これまでの研究と同

様,主要民間企業の本社と支所をこれにあてるが,1986

年については従業者数200人以上, 1995年については

300人以上の企業を主要企業とみなした｡その数は1986

年において188社, 1995年においては289社である。

上述の「Ma」or Companies of Philippines』には種々

の企業情報が掲載されており,従業者数とともに年間

販売額も示されている。しかし,後者を指標として採

用すると銀行を含むことができないので,従業者数を

主要企業を決めるための主指標とした。このようにし

て決定された企業であるが,資料の性格上,外資系の

企業が含まれていることを付記しておく。

分析の手順としては,まず対象企業の全体的な概要

を述べ,次いで各都市における本社と支所の状況を述

べる。この時,各都市の支所は1企業1者5市1支所を

集計の原則としている。従って後述の,例えばセブの

28支所(1986年)というのはこの年28の企業がセブに

支所を置いていたということを意味している。

最後に支所の配置状況からみた都市間結合の状況を

分析する。これは,これまで筆者が日本をはじめいく

つかの国において既に試みた分析であり,言うまでも

なく,これまでの成果であるいくつかの国々の状況と

の比較検討ということを念頭においている。

研究の対象とする都市は後述するように1986年では

支所数6以上の20都市, 1995年では同4以上の33都市

である。しかし,マニラはNCR (National Capital

Region)を1つの都市として扱うほうが的確である。

従って資料としては上記の都市単位で提示するが,主

たる分析はNCRを1つの都市とみなして行なうこと

にする。

II.人口からみた地域と主要都市

最初に人口面から見たフィリピンの地域構造と主要

都市について検討する1)。フィリピンは現在16の地域

に分けられる(図1)。その16地域の1980 ･ 1990 ･ 1995

年の人口を示したのが表1である。既述したように,

本稿では1986年と1995年の主要都市における経済的中

枢管理機能をとりあげるが,人口については1985年の

資料を入手することはできない。

フィリピンの人口は68617千人(1995年)である。1980

年には48098千人,1990年には60703千人であったから,

この15年間に20519千人の増加をみたことになる｡率に

して, 1980年~1995年の増加率は42.7%である。

人口分布の地域差は大きく,表1に示したように,

人口の最大集積地域のSouthern Tagalog の人口は全

人口の14.5% (1995年)を占めるのに対し,最小の

CARはわずかに全国の1.8%にすぎない。

この15年間,16地域はいずれも人口は増加したが,

増加の地域差も大きく, Southern Tagalog は3824千

人, NCRは3528千人も増え,国全体に占める比率もそ

れぞれ1.8, 1.5ポイント上昇した。しかし,両者の面

積には大きな差があり, Southern Tagalog の46924�

(全国の15.6%)に対し, NCRは636�しかなく,前

述したように事実上マニラ大都市圏である。

表2(A)は主要都市の人口を1995年と1980年につ

いて示したものである。 1995年で最も人口の多い都市

はケソンシチーであるが, 1980年ではマニラの方が多

かった。周知のようにマニラは1946年め独立後の首都

であった。首都は一時マニラの束北部に隣接して建設

されたケソンシチーに移るが現在はまた,マニラが首

都となっている。しかし,総人口は今ではケソンシチー

に及ばない。マニラは1980年~1995年の間に25千人の

人口増にすぎなかったが,ケソンシチーが同期間823千

人もの人口増加をみたからである。

上位都市はいずれもこの15年間に人口を増加させ
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NCRの面積は636.0�で全国土のわずか0.2%でし

かなく,実際にはマニラの大都市圏である。したがっ

て,先の都市人口の分析もNCRを首位都市として考

察する方が現実的である。表2(B)はNCR人口を

第1位として表2(A)を作りかえたものである。

NCRを第1位とすると第2位はダバオになるが,

その対NCR人口比は10.7% (1995年)でしかない。

1980年に比べてダバオの対NCR比は少し上昇した

が,第3位のセブは大きく低下した。その他の都市は
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図1 フィリピンの概念図

た。マニラを除いて,概して上位都市ほど人口増加が

大きかったが,それでも最多人口都市の人口を100.0と

して各都市の人口を示すと相対的に数値は上昇してい

ることもわかる。

NCRは17都市で構成されているが,そのうち8市

が両年次ともこの21都市の中に顔を出している。これ

ら8市の人口はいずれも,この15年間に人口が増加し

たが,中でもケソンシチーの人口増加はとりわけ大き

いものであったことがわかる。



経済的中枢管理機能からみたフィリピンの都市体系

表1 フィリピンの地域別人口の推移(千人)

対NCR人口比を増加させたものも減少させたものも

あるが,人口の絶対数の変化をみると, NCRの卓越が

いかに大きなものであるかということと,人口の絶対

数の差は拡大してきたことが明らかである。

ⅡI.経済的中枢管理機能の諸相

1.一般的状況

細かい分析に入る前に,対象企業の概要について述

べておこう。表3は対象両年次の対象企業の業種を示

したものである。前述の資料では業種別の企業掲載は

されておらず,各企業の主たる活動がprincipal activ･

itiesとして示されているのみである。表3の業種は筆

者白身がその記載内容から分類したものであが,活動

範囲が多岐にわたっている場合は,製造業を中心に分

類を行なっている。

冒頭に記したように,1986年については従業者数200

人以上の企業を,1995年については同300人以上の企業

を対象としている。最低基準を上げたわけたが,対象

企業数は101社増加した。

1986年において,最多業種は「鉄鋼諸機械」(13.8%),

続いて「金融」(12.7%)である。「鉄鋼諸機械」の中

には鉄鋼,一般機械,電気機械,輸送機器,精密機械

の諸分野が含まれる2)。「食品」「繊維」「紙・パルプ」

「化学」「ゴム・窯業」「鉄鋼諸機械」「その他製造業」

をまとめて製造業とすると99社(52.7%)となる3)。

1995年においては,最多業種は「食品」(13.8%)に

代わる。2年次間に対象企業は101社増加したため,各

業種とも大体において増加したが,「食品」の増加はと

くに大きかった。「鉄鋼諸機械」(12.5%)も引き続き

多い。この2業種に「金融」(11.1%)「化学」(9.0%)

が 続くが,この4業種は両年次とも上位に位置する。

この他では「商」「サービス」での増加が目立つ。前

者は15社,後者は13社の増加で,両者の全体比の合計

は6.9%から14.2%になった。その影響もあって,前述

の諸業種を同じく製造業とすると145社となるが,その

比率は50.1%となって1986年より少し低下する。

2.都市別本社の状況

表4と表5は両年次の主要都市の本社数と支所数を

支所数の順に示している。図2は対象都市の分布を示

したものである。両年次とも本社数最多都市はマカチ

である。

1986年では188社中79本社,率にして42.0%が, 1995

年では289本社中133本社,同46.0%が,マカチに本社

を置いている。本社数もその全体比も増加上昇した。

第2位は両年次ともマニラで,1986年で28本社(同

14.9%), 1995年では35本社(同12.1%)である。本社

数では増加したものの比率は低下した。また,両年次

とも,ケソンシチーとバングが両市に続くが,マカチ

とは大きな差がある。

しかし,人口のところで言及したように,マカチ・

ケソンシチー・バングはマニラを中心とするマニラ大

都市圏(NCR)の構成都市である。

マカチはケソンシチーと同じように歴史の新しい都

市であり,高級住宅と大企業のオフィスが集中する業
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表2 主要都市の人日の推移

(A)
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●はNCR内の都市.( )の数値は最多人口都市を100.0とした比率
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表3 対象企業の業種

経済的中枢管理機能からみたフィリピンの都市体系

務地区をもつ4)。

従って,マカチがマニラを上回る本社数を持つとい

う記述は的確ではなく, NCRとしての状況を把握し

なくてはならない。 NCR には17市が含まれるが,この

うち1本社も立地していないのは1986年では5市,

1995年では4市にすぎず,マカチをはじめとする

NCRの本社数を合計すると1986年では177社となり

全体の94.1%となる。 1995年では267社, 92.7%にもな

る(表6・7)。

NCR以外ではセブ,ダバオ,1995年では,ラグアナ･

ダイダイなどに本社は立地しているが, 1995年ではセ

ブを除くとその数はきわめて限られている。

筆者はこれまで日本をはしめとするいくつかの先進

国とインドネシアについて,経済的中枢管理機能の分

析を通して各都市体系を検討してきた。例えば,都市

別本社の集中状況については,東京一極集中という言

葉で表現されるように,東京への本社集中は高いもの

があった。しかし,韓国のソウル,フランスのパリ(パ

リ大都市圏),イギリスのロンドンは東京と同等もしく

はそれ以上の集中率であった。そしてインドネシアに

おけるジャカルタヘの本社集中率は他のどこよりも圧

倒的な高率であった5)。 NCRのそれは,そのジャカル

タをも上回るものであり,これまで指摘されてきた所

請発展途上国の首位都市の重要な特徴である。

セブは1995年に9本社を持つが,その業種は「食品」

「商」「運輸」が各2,「化学」「鉄鋼諸機械」「サービ

ス」が各1であり,とくにある業種に特化している構

成はみられない。従って,当然のこととしてNCRの

本社の業種は多様である。

3.都市別支所の状況

続いて支所の検討に入る。ここでは支所数(表4・

5・6・7)と業種(表8・9)の両方からみていく。

両年次とも都市別支所数第1位はセブであり,第2位

はダバオである。

1986年ではマカチが第3位であるが, 1995年ではカ

ガヤンデオロが第3位である。他にもバコロド,イロ

イロといったNCR以外の都市が支所数では上位にあ

る。

NCR内の都市ではマカチ,マニラ,ケソンシチーに

支所数の多いことがわかる。しかし,本社のところで
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表4 主要都市における本社数と支所数(1986)

阿 部 和 俊

本社欄の(

支所数の(

)は全体188社に対する比率

)は金融の支所数で内数

表6 主要都市の本社数と支所数(1986)

本社欄の( )は全体188社に対する比率
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表5 主要都市における本社数と支所数(1995)

本社欄の(

支所欄の(

)は全体289社に対する比率

)は金融の支所数で内数
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表7 主要都市の本社数と支所数(1995)

本社欄の( )は全体289社に対する比率

記したように, NCR内の都市の支所数をダブルカウ

ントを避けて集計しなおすと,1986年では40支所,1995

年では60支所となり, NCRは最も支所数の多い都市

となる。フィリピンも,これまでの多くの国と同様,

首位都市が本社数・支所数とも第1位の国であるが,

支所数においては本社数ほどの卓越状況にはない。こ

れは,発展途上国には一般に主要都市といえども企業

が広く支所を配置させていないことに因っている。こ

の点においてはインドネシアも同様であった。

図3は両年次の支所数による都市(NCRの支所数

を第1位とする)の順位規模曲線である。順位規模曲

線は支所数による都市間の上下関係を視覚的にとらえ

るのに有効である。

1986年ではNCRを第1階層,セブ,ダバオを第2

階層,それ以下の都市を第3階層と分類できなくもな

いが, 1995年ではそれは不明瞭である。しかし,これ

だけでは,都市の階層性の存否を論ずることは難しい

ので,ここでは両年次の状況を提示するだけにとどめ

ておこう6)。

支所数による順位の変動をみると,4位のカガヤン

デオロまでは変化はないが,5位以下の都市には変化

のあることもわかる。

続いて,都市の支所数と人ロとの対応関係をみてみ

よう。日本での分析結果についてたびたび指摘してき

たように7),経済的中枢管理機能のような高次都市機

能は必ずしも人口規模とは対応しない。人口はもとよ

り重要な指標ではあるが,経済的中枢管理機能,とく

に支所数はむしろ国内でのその都市の地理的位置の方

が意味を持つ。

NCRを1都市として両指標による順位を比較して

みると(表2(B)・4・5),サンボアンガが人口の

割に支所数が少ないことを除き,両指標による順位に

それほど大きなずれがないことがわかる。それも1995

年では1986年に比べるとより対応するようになってい

ることもわかる。

図1をみるとわかるように, NCRを除くと,セブ,

ダバオ,カガヤンデオロ,イロイロ,バコロド,サン

ボアンガは国土の南部に位置し,イロイロとバコロド

が比較的接近していることを除くと,相互の位置は離

れており,各地の拠点的な役割を担っていることが推

測される。

続いて主要都市の支所の業種構成をみてみよう。表

4・5にその一部を示したように,実際のところ,各

都市の支所において大きな部分を占めるのは金融(銀

行)の支所である。支所数下位の都市ほど,支所数に

占めるその割合は大きい。

表8・9は支所数上位の支所の業種構成を示してい

る。いずれの都市においても金融(銀行)が最多業種

であるが,支所数の多い都市ほど,「鉄鋼諸機械」「化

学」「食品」などの製造業の支所が多いこともわかる。

金融(銀行)の支所は一般に広く配置されるので,製造

業の支所の保有状況によって,上位都市の支所数は左

右されることになる。この点については,先進国ほど

明確ではないが,大体同じ傾向にあるといえるし,1986

年に比べて, 1995年の方がその傾向が強い。

また, NCR内のいくつかの都市が支所数で上位に

顔を出していたが,マニラとマカチを除けば,金融(銀

行)の支所の多さによるもであることがわかるし,そ

してそれは,セブ,ダバオ,カガヤンデオロはもとよ

り,イロイロ,バコロドにおいても金融(銀行)以外

の支所が多いこととは対照的である。

業種構成の検討においてもNCRは1つとしてみる

ことが望ましい。表8・9にはNCRとしての業種構

成も掲載している。両年次において最多業種はともに

金融(銀行)であるが,その数は増加している。「商」

「運輸・通信」の支所も多いが,何よりも製造業の支

所が多いことが明らかである。

既述したように,フィリピンにおいてはNCRへの

本社集中は著しい｡従って, NCRの支所といえどもそ

の大多数は NCRに本社をおく企業のそれである。

NCRに本社をおく企業以外の支所は, 1986年は3支

所(その業種は電力・食品・その他製造業), 1995年で

は5支所(運輸・食品2・化学・鉄鋼諸機械)にすぎ

ない。

先にNCRの本社数は177 (1986年), 267 (1995年)

と指摘した。これを考慮すれば,両年ともNCRの支

所は多いとはいえない。このうち金融(銀行)は本社
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表8 主要都市の支所の業種構成(1986)

表9 主要都市の支所の業種構成(1995)
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図3 支所数による都市の順位規模曲線

所在地と同一市内に支所を持つことは普通なのでこの

点を差しひけば,それぞれの年次で33支所,39支所と

なる。しかし,本社があれば同一市内もしくはその近

隣に必ずしも支所を配置する必要はないとも言えるこ

とを考慮すれば,逆にこれらの支所数は決して少ない

ともいえない。表現を変えれば,それだけNCRは企業

活動にとってフィリピンの他のどこよりも魅力的な地

域であるといえよう。

4.支所配置からみた都市間結合

これまで筆者はいくつかの国を対象に,支所配置を

分析することによって,都市間結合の状況を検討して

きた8)。フィリピンにおいては,既述したように, NCR

への圧倒的な本社集中があり,各都市の支所はほとん

どがNCR本社企業の支所である。

1986年においては対象188社中11社がNCR以外に

本社をもつにすぎず(つまりNCRの本社数は177で全

対象企業の94.1%である),このn社のうち支所を保有

しているのは4社(ダバオ1,セブ2,カガヤンデオ

ロ1)である。この4社はいずれもNCR内に支所を

おいているが, NCR以外では,ダバオ本社企業がセブ

に,セブ本社企業がルセナに各1支所をもっているに

すぎない。

1995年ではNCRの本社は全対象企業の92.7%で

1985年に比ぺて1.4ポイント,わずかとはいえ比率は低

下するが,対象企業数が増えたこともあってNCR以

外に本社を置く企業の数は11社から21社に増加した。

しかし,これら21社のうち14社は1つも支所をもっ

ていない。支所をもつ7社のうち4社はNCRに支所

をもつが,3社は支所をもっていない。これら7社の

うち2社はNCRのみに支所をもつ。つまり,21社の

うちわずか5社がNCR以外の都市に支所をもつにす

ぎないのである。

これを都市の側からみれば,カガヤンデオロに3支

所(セブ･ダイダイ・リサール本社企業),セブに2支

所(ダバオ･ダイダイ本社企業),ダバオに2支所(セ

ブ,ダイダイ本社企業),以下,1支所の都市としてバ

コロド,イロイロ,サンホアン,サンフェルすンド,

カバナツアン,ダグパン(いずれもダイダイ本社企業)

がある。

以上のことより, NCRに企業本社が圧倒的に集中

していることから,当然のこととはいえ,各都市の支

所数はNCRに本社を置く企業の支所数によって決ま

るのであり, NCR以外に本社をおく企業も必ずしも

NCRに支所を配置しているわけでもなく,かといっ

てNCR以外の都市に桐密な支所配置を行なっている

わけでもない。フィリピンにおいてはNCRを除いた,

言わば横の都市間結合というのは皆無に等しい構造で

あると言えよう。

1995年について,主要都市におけるマニラ本社企業

の支所数を図4に示したが,これをみても上述の点は

明自である。

IV.お わ り に

以上, 1986年と1995年の2年次にわたってフィリピ

ンの主要都市を経済的中枢管理機能から分析してき

た。以下,簡単なまとめを行ないたい。

フィリピンではNCRの地位は圧倒的である。両年

次ともその本社集中率は90%をこえていた。 NCR の

中ではマカチが最も多くの本社集中都市であった。

支所数においても両年次ともNCRが第1位である

が,第2位都市との差は本社数ほど大きなものではな

い。 NCR 以外の都市は多くの本社を所有しないこと
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から, NCRの支所もNCR本社企業のそれであり,

また,他都市の支所もそのほとんどがNCR企業の支

所である。従って,支所配置の状況から主要都市の都

市間結合を分析しても,両年次ともNCRからの垂直

的な支所配置が圧倒的多数であり, NCRを除く,いわ

ば横の都市間相互の結合というのはきわめて希薄であ

ることが指摘でき,これは先におこなったインドネシ

アでの分析結果と類似するものであった。
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